
厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

遠方での就職等を希望する雇用保険の受給資格者の皆さまへ

「移転費」は、雇用保険の受給資格者の方が、職業に就くため、または公共職
業訓練等を受講するために、住居所を変更する場合に支給されます。
「移転費」は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、移転料および着後手当の６種類
あります。

平成30年１月から「移転費」の
支給対象者の要件が拡充されます！
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給付制限の期間中（※3）に就
職し、または公共職業訓練等を
受けることとなった方も支給対
象となります。

ハローワーク以外に、特定地方
公共団体または職業紹介事業者
（※4）の紹介した職業（※2）
に就くため、住居所を変更した
方も支給対象となります。

平成30年１月１日以降に就職または
公共職業訓練等の受講を開始する方に
ついて、適用されます。

改正点 ｂ

改正点 a

平成29年12月31日までの支給対象者の要件 改正後の支給対象者の要件

移転費の支給対象者は、次の①～⑤に該当する方
です。

（※1）受給資格者等とは、基本手当に係る受給資
格者、高年齢受給資格者、特例受給資格者及び日
雇受給資格者をいいます。

（※2）雇用期間が１年未満である場合や、循環的
に雇用されることが慣行となっている場合を除き
ます。

a．通勤(所)時間が往復4時間以上である場合
b．交通機関の始(終)発の便が悪く、通勤(所)に著
しい障害がある場合
c．就職先の事業所・訓練施設の特殊性や事業主の
要求によって移転を余儀なくされる場合

① 雇用保険の受給資格者等（※1）であ
ること

② 待期または給付制限の期間が経過した
後に就職し、または公共職業訓練等を受け
ることとなったこと

③ ハローワークが紹介した職業（※2）
に就くため、またはハローワークの所長の
指示した公共職業訓練等を受けるために、
住居所を変更したこと

④ 就職先の事業所または訓練施設が、次
のいずれかに該当するため、ハローワーク
が住居所の変更が必要であると認めたこと

（※4）職業安定法第4条第8項に規定
する特定地方公共団体または職業安定
法第18条の2に規定する職業紹介事業
者をいいます。
なお、事業停止命令や業務改善命令

を受けている職業紹介事業者から紹介
を受けた場合は、移転費の支給対象と
はなりません。（処分の状況について
は、「人材サービス総合サイト」
（https://www.jinzai-sougou.go.jp/）

により確認できます。）

（※3）離職理由によって課せられる３
か月間の給付制限の期間に限ります。

⑤ 就職先の事業所、訓練施設その他の者
から就職準備金その他移転に要する費用が
支給されないこと、またはその支給額が移
転費の額に満たないこと



厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

特定地方公共団体または職業紹介事業者の皆さまへ

雇用保険失業等給付の
「移転費」のご案内

平成29年３月31日に成立した「雇用保険法等の一部を改正する法律」によ
り、平成30年１月１日より雇用保険失業等給付の「移転費」の支給対象者の要
件が拡充されます。
適正な支給、円滑な施行のために、特定地方公共団体

または職業紹介事業者の皆様のご協力をお願いいたします。

移転費の概要 ＊詳細は表面をご覧ください。

雇用保険失業等給付の「移転費」は、雇用保険の受給資格者等が、ハロー
ワークの紹介した職業に就くため、その住居所を変更する場合であって、ハ
ローワークの所長が必要であると認めた場合に支給されていましたが、平成
30年１月１日以降に就職する方については、ハローワーク以外に、特定地方
公共団体または職業紹介事業者（※4）の紹介した職業に就くため、住居所
を変更した方も支給対象となります。

（※4）事業停止命令や業務改善命令を受けている職業紹介事業者から紹介を受けた場合は、移

転費の支給対象とはなりません。

特定地方公共団体または職業紹介事業者の皆様へのお願い

平成30年１月１日以降、特定地方公共団体または職業紹介事業者の紹介
した職業に就き、住居所を変更したことにより、「移転費」の支給申請を行
う者には、特定地方公共団体または職業紹介事業者の職業紹介が行われてい
るか確認するため、「職業紹介証明書（移転費）」等の紹介を受けた事実を
証明できる書類を添付いただくこととしております。
「移転費」の支給申請を行う者が「職業紹介証明書（移転費）」を持参す

る場合がありますので、その場合は記載・証明いただきますようご協力をお
願いします。また、当該証明書の記載・証明に当たっては、事務手数料を徴
収しないようお願いします。

＊ 当該証明書等を踏まえ、ハローワークは移転費の支給決定または不支給決定を行いますが、証

明された者に係る移転費の個別の支給結果については、ハローワークから情報提供することはできま

せん。

また、特定地方公共団体や職業紹介事業者の紹介により移転費が支給された者の人数について

は、求人者及び求職者の方にとって広域紹介の実績の参考情報となるため、厚生労働省の運営する

人材サービス総合サイト（https://www.jinzai-sougou.go.jp/）に掲載することができます。掲載を希

望する特定地方公共団体や職業紹介事業者の方は、都道府県労働局需給調整事業課（室）へご

相談ください。


